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本論文は，近年の野生動物の分布拡大に影響を与えている要因を推定し，その

要因についての考察を行っている。その際に，分布拡大が安定した生息地からの

分散により起こっていることに着目し，安定した生息地からの距離により分布の

要因が異なることを仮定した。具体的には，安定した生息地からの距離の統計量

をもとに異なる解析対象範囲を設定し，解析対象範囲ごとに分布の要因を推定し，

その要因について生態学的な知見から考察を行った。 

第 1 章「序論」では，野生動物の分布が拡大している現状と拡大に合わせて被

害地域も拡大し，大きな社会問題になっていることを提示した。そのために現在

行われている対策について，法体制と被害現場での対応をまとめ，さらに，社会

的な背景として狩猟者の減少や中山間地域の過疎高齢化の問題にも触れ，広域的

なグランドデザインにもとづいた野生動物管理体制の構築の必要性を示した。ま

た，広域的に野生動物管理を行うためには，現在の分布拡大から要因を予測する

必要があることから，そのために必要な統計手法と分布予測に関する先行研究に

 



 

ついてまとめた。さらに，分布拡大は安定的に生息可能な生息地からの分散によ

り起こっていることから，分布拡大距離にもとづく解析対象範囲を設定して解析

を行う必要について論じ，本論文の目的を述べている。 

第 2 章「解析対象地域と分布データ」では，解析対象種であるニホンジカ・イ

ノシシ・ニホンザル・ツキノワグマ・カモシカの分布から解析対象地域を北海道

と島嶼地域を除く本州・四国・九州とした理由と解析に使用した分布データであ

る第 2 回（1978 年）と第 6 回（2003 年）の自然環境保全基礎調査の調査方法につ

いて述べた。この自然環境保全基礎調査は標準地域メッシュである 2 次メッシュ

の 2 分の 1 メッシュ（約 5km×5km）で作成されており，本研究では，第 2 回と

第 6 回の両時期に分布が確認されたメッシュを安定メッシュ，第 6 回のみで分布

が確認されたメッシュを拡大メッシュと定義して使用した。 

第 3 章「分布拡大距離と解析対象範囲の設定」では，異なる解析対象範囲を設

定するために，安定メッシュに連続して隣接している拡大メッシュを取り出した。

その結果，イノシシが最も遠くまで分布拡大しており，分布拡大距離は 57.9km で

あった。次いでニホンジカ，カモシカ，ツキノワグマ，ニホンザルと続いていた。

この距離はそれぞれの種の増加率との関連性が示唆された。また，分布地域では

ニホンジカとイノシシでは関東北部や北陸地方などの積雪地域の縁にあたる地域

への分布拡大がみられた。これには地域的な積雪の減少が関係していると考えら

れ，イノシシではそれに加えて，狩猟者の減少により積雪地域での狩猟圧の減少

が考えられた。ツキノワグマでは平地への分布拡大がみられた。この分布拡大が，

近年の人里への出没に影響していることが考えられた。ニホンザルでは分布がパ

ッチ状であり，分布拡大はパッチ間をつなぐように起こっていた。パッチ状の分

布は捕獲や生息地改変の影響を受けたことを示しており，そのパッチ間をつなぐ

ように拡大していることはかつての分布域に回復する過程であると考えられた。

また，カモシカの分布拡大は安定メッシュの周囲にしみ出すように起こっていた。

これは狩猟数の減少により個体数が増加した結果であることと，本来の生息地で

ある山奥の環境がカモシカが好む低木林から生長したことで生息に不適な環境に

なってきたことで，里山への分布拡大が顕著になったと予想された。また，分布

拡大距離の統計量の中央値では解析対象種間にほとんど差がみられず，平均値・

上側四分位・極値では種間での拡大距離の傾向は変わらなかったが，種間差は距

離が長くなる程大きくなっていた。そのことから上側四分位・極値・最大値の 3

つの解析対象範囲を設定し，それ以外に解析対象範囲に制限を用いない全範囲を

対象としたモデルで説明変数に距離を含むモデルと含まないモデルの計 5 つのモ

デルを使用した。 

 



 

 

第 4 章「分布拡大要因の推定」では，分布を予測する手法として GLM（Generalized 

Linear Model）を用いて解析を行った。GLM では，応答変数としてそれぞれの解

析対象範囲に含まれる拡大メッシュと非拡大メッシュを用い，説明変数として解

析対象種の分布に影響を与えていると思われる 12 変数（標高，植生（竹林，広葉

樹林，針葉樹林，草地），土地利用（田，荒地，他の農用地，耕作放棄地），人

口，道路，積雪深）を用いた。GLM で得られた結果は赤池の情報量規準（AIC, Akaike 

Information Criterion）によるモデル選択を行い，AUC（Area Under the Curve）を

用いた精度検証を行った。その結果，全範囲で説明変数に距離を含まないモデル

では，要因の影響の強さに種間差はみられるが，比較的傾向は共通しており，積

雪・標高・人口などの広域で変動する要因が影響を及ぼしていることがわかった。

ニホンジカやイノシシでは積雪が分布の制限要因となることが指摘されてきた

が，人為的要因がそれらの種の分布に強く影響していることは，これまでに指摘

されていない新たな知見である。また，全範囲で説明変数に距離を含むモデルの

結果では，個体群が継続的に生息可能な安定的な生息地からの距離の影響が強い

ことがわかった。さらに，解析対象範囲を絞ったモデルでは，耕作放棄地や植生

や人口などの小スケールで変動する要因が選ばれていた。特に，耕作放棄地は多

くの種で正の要因として選ばれており，分布拡大の主要な要因であると思われた。

ニホンジカ，ニホンザル，カモシカでは針葉樹林も正の要因として影響を与えて

いた。イノシシでは竹林が，ツキノワグマでは荒地が特筆すべき要因となってい

た。これらのことから，近年の分布拡大には人口や耕作放棄地などの人為的要因

が影響していることが示唆され，分布拡大を制御するためには森林の管理や耕作

放棄地の整備などの土地利用が重要であると考えられた。モデルの検証では，全

ての種においてそれぞれの解析対象範囲で行った解析結果の検証と予測の間でほ

とんど違いが見られなかったことから，解析結果としての精度は一定水準にある

と思われる。また，種間の比較ではカモシカの精度が最も高くなっていた。これ

はカモシカの個体群が狩猟や捕獲の影響を最も受けていないことによるものと思

われた。さらに，範囲が狭まる程精度が悪くなっていたことは，範囲が狭まるこ

とで対象種自体の要因が影響していることが予想され，密度や狩猟の影響も加味

する必要があるものと思われた。 

 


